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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。
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地域包括ケアシステムの構築について



地域共生社会の実現に向けて

「必要な支援を包括的に提供する」ことが必要であるのは、高齢者だけではない。

障害者、生活困窮者、子ども等に対する「多世代対応型」の地域包括ケアシステムが必要。

→   地域のニーズを踏まえながら、不足するサービスを整備することが必要。
→   サービス提供主体の連携の下に、複合課題（高齢の親と無職独身の50代の子どもが同居している世帯、介護と

育児に同時に直面している世帯等）や制度の狭間（ごみ屋敷、障害はあるが手帳申請をしない等）への対応も必要。

高齢者

障害者

生活困窮者

子ども

都市部など、それぞれの専門的なサービスを整備することが可能な地域

それぞれの専門的なサービスを整備することが難しい地域

→   制度・分野ごとの縦割りを超えて、地域の多様な主体がつながりながら、地域を共に創ることが必要。
→   同時に、地域の課題の解決（各種産業での人手不足の解消、地場産業の育成、資源の保全、コミュニティの形成

等）にもつなげることができないか。

いずれの地域においても必要なことは、
○ 地域の多様な主体が「我が事」として参画すること。
○ 地域の人・資源が、分野・世代を超えて「丸ごと」つながること。

このような社会が「地域共生社会」であり、その実現に向けた取組は、「まちづくり」の取組であり、
「地域力の強化」のための取組である。
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居住に課題を抱える人（住宅確保要配慮者）

居住に課題を抱える人とは

・低額所得者、高齢者、障害者など

・住宅セーフティネット法（※）では「住宅確保要配慮者」と定義されている

※「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」の通称
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現状と課題
・低家賃の住宅が少なく、住宅確保要配慮者には 民間賃貸住宅において入居拒否の傾向
がある。
・連帯保証人、緊急時の連絡体制の確保や一定の生活支援 が必要な住宅確保要配慮者
もいる。

必要な対応
・連帯保証人や緊急時の連絡先の確保、訪問などによる見守り支援などといったソフト面で
の対応
・住宅確保要配慮者の入居を拒まない低家賃の住宅の確保などといったハード面での対応
⇒ソフト面とハード面での連携した対応が必要



【高齢者】「高齢者の安心な住まいの確保に資する事業」

○ 平成２６年度から「低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業」を行っていたが、平成

２９年度以降は、各地域で行われている先進的・効果的な取組について、地域支援事業を

始め、様々な方策を活用等しながら全国展開を図っている。

具体的には、地域支援事業（※）の一つにある「高齢者の安心な住まいの確保に資する

事業」について、入居に係る支援等の内容をより明確にした上で、事業の拡充を行った。
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※支援内容（介護保険・地域支援事業・任意事業・その他の事業）

空き家等の民間賃貸住宅や、高齢者の生活特性に配慮した公的賃貸住宅（シルバーハウ
ジング）、サービス付き高齢者向け住宅、多くの高齢者が居住する集合住宅等への高齢者の
円滑な入居を進められるよう、これらの住宅に関する情報提供、入居に関する相談及び助言
並びに不動産関係団体等との連携による入居支援等を実施するとともに、これらの住宅の入
居者を対象に、日常生活上の生活相談・指導、安否確認、緊急時の対応や一時的な家事援
助等を行う生活援助員を派遣し、関係機関・関係団体等による支援体制を構築する等、地域
の実情に応じた、高齢者の安心な住まいを確保するための事業を行う。



【障害者】「地域移行・地域生活を支えるサービス」

○地域移行支援

障害者支援施設や病院等に入所又は入院している障害者を対象に、住居の確保

その他の地域生活へ移行するための支援を行う。【標準利用期間：６ヶ月間】
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○自立生活援助
グループホームや障害者支援施設、病院等から退所・退院した障害者等を対象

に、定期及び随時訪問、随時対応その他自立した日常生活の実現に必要な支援を
行う。【標準利用期間：１年間】

○地域定着支援
居宅において単身で生活している障害者等を対象に、常時の連絡体制を確保

し、緊急時には必要な支援を行う。【標準利用期間：１年間】



【障害者】「地域生活支援拠点等の整備」

○地域生活支援拠点等

地域生活支援拠点等は、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、障害

者の生活を地域全体で支えるため、居住支援のためのサービス提供体制を、地域の

実情に応じて整備するもの。
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○第５期障害福祉計画

第５期障害福祉計画（平成30年度～令和２年度）では、令和２年度末までに「各

市町村又は各障害保健福祉圏域に少なくとも１カ所の整備」を基本。

※参考：全国1,741市町村の整備状況

平成31年4月時点における整備状況 332市町村

（うち、圏域整備：42圏域188市町村）

令和２年度末時点における整備見込 1,432市町村

（うち、圏域整備：173圏域668市町村）



【子ども】社会的養護自立支援事業等

○社会的養護自立支援事業

18歳（措置延長の場合は20歳）到達後も原則22歳の年度末までの間、引き続き里親
家庭や施設等に居住して必要な支援を提供する。

また、対象者の社会的自立に向けた継続支援計画を作成するとともに、生活相談や

就労相談等を行う。

対象者

児童養護施設等を退所した者であって、18歳到達後から22歳に達する日の属する年

度末までの間にある者等

実施自治体

都道府県、指定都市、児童相談所設置市等
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目的
里親等への委託や、児童養護施設等への施設入所措置を受けていた者で18歳（措置延
長の場合は20歳）到達により措置解除された者のうち、自立のための支援を継続して行うこ
とが適当な場合について、原則22歳に達する日の属する年度の末日まで、個々の状況に応
じて引き続き必要な支援を実施することにより、将来の自立に結びつけることを目的とする。



【子ども】社会的養護自立支援事業等

○身元保証人確保対策事業

児童養護施設等を退所する子ども等が、就職やアパート等を賃借する際に、施設長等

が身元保証人となった場合の損害保険契約を全国社会福祉協議会が締結することで、

身元保証人を確保する。

対象者

児童養護施設等に入所している者又は措置解除から２年以内の者等

実施自治体

都道府県、市、福祉事務所設置町村
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【生活困窮者】一時生活支援事業

事業概要

○ 一時生活支援事業は 、各自治体 においてホームレス対策事業として実施 してきた、生

活困窮者・ホームレス自立支援センター及び生活困窮者一時宿泊施設（シェルター）の運

用を踏まえ、これを 制度化したものである。

○ 福祉事務所設置自治体は、住居のない生活困窮者であって、所得が一定水準以下の

者に対して、原則３ヶ月間（最大で６ヶ月間）に限り、宿泊場所の供与や衣食 の供与等を実

施 。

※ 自立相談支援機関の相談員が必要に応じて支援を実施 （自立支援センターの相談

員は自立相談支援機関から配置） 。
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期待される効果

○ 住居を持たない生活困窮者に衣食住というサービスを提供 することにより、状況によっ

ては、本事業を利用している間に就職し、アパート等を借りる ための資金の貯蓄等が実

現し自立が可能となる。



【生活困窮者】生活困窮者地域居住支援事業

○事業概要
一時生活支援事業（ シェルター等における生活困窮者に対する一定期間の衣食住の提

供 ）を拡充し 、シェルター等を退所した者 、 居住に困難を抱える者であって地域社会から
孤立した状態にある低所得者等 に対して 一定期間（１年間） 、訪問による見守りや生活支
援等日常生活を営むのに必要な支援を追加 することにより居住支援を強化。

○対象者

・シェルター等を退所した者、 ・社会的孤立状態にある低所得者等

○支援内容

①居住を安定して継続するための支援

・訪問等による居宅における見守り支援、 ・地域とのつながり促進支援 等

②入居に当たっての支援

・不動産業者等への同行支援 等

③環境整備

・保証人や緊急連絡先が不要な物件、低廉な家賃の物件情報の収集

・民間の家賃債務保証や協力を得やすい不動産事業者等の情報収集
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【生活困窮・生活保護】居宅生活移行緊急支援事業

○事業概要
新型コロナウイルスの影響により、生活に困窮し、住まいを失った又はその恐れのある

方に対し、アパート等への入居支援や定着支援を行うことにより、安定した住まいの確保を
推進する。

○対象者

・生活に困窮し、住まいを失った又はそのおそれのある方

○支援内容（例）

①入居に当たっての支援

・相談者の物件ニーズの把握、安価な物件等の情報提供

・保証人や家賃債務保証業者探しの補助

・受入先との連絡・調整、賃貸借契約に関する同行支援 等

②安定的な居住のための支援

・アパート等入居後の訪問や電話等による見守り

・安定した居住を継続するための助言 等
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１ 居住支援（国土交通省九州地方整備局との連携）

九州地方整備局と共同で、自治体（市町村）の福祉分野と住宅分野の職員と共に各分野が持つ資源や情報力の
有効活用を検討し、自治体における実効性のある具体的な連携政策を創ることへの支援を行う。
※ 平成30年10月から、九州地方整備局と共同で「地域包括ケア等×住宅建築ストック政策クラフトチーム」を開催しており、
管内５市町が参加。

２ 移動支援（国土交通省九州運輸局との連携）

自治体（各県）を通じて、移動手段の確保に課題を抱えている事業者（高齢者や生活困窮者の通いの場、障害
者の就労継続支援事業所などの実施主体）を把握し、九州運輸局と連携し、当該地域の交通事業者に協力の可能
性等の検討の要請や両省の関連施策等を活用した支援策の検討を行う。

３ 農福連携支援（農林水産省九州農政局との連携）

福祉関係事業者（農業への取組を検討している障害者就労継続支援事業所等、生活困窮者支援事業所や高齢者
の生きがいづくり事業を実施している団体などの実施主体）から、九州農政局と共同でヒアリングを行い、実施
可能性やその方法を検討し、地域のJA等に対して協力できる農家等の調査を依頼するとともに、両省の関連施策
等を活用した支援策の検討を行う。
※ 農林水産省では、平成29年度から、農山漁村振興交付金に農福連携対策が創設されており、これまで管内９団体を支援。
また、厚生労働省では、平成28年度から、「農福連携による就農促進プロジェクト」に係る都道府県に対する補助金が創設
されており、これまで管内全県を支援。

４ ICT利活用支援（総務省九州総合通信局、経済産業省九州経済産業局との連携）

福祉関係事業者や医療関係事業者等から、ICTの導入検討や課題についてヒアリング等により把握し、九州総
合通信局や九州経済産業局にその内容等を伝達し、各省の関連施策等を活用した支援策の検討を行う。

マッチング支援事業(他省庁との連携)

○ 自治体や福祉関係事業者等が抱えている課題などをヒアリング等により把握し、他省庁（国土
交通省、農林水産省、総務省、経済産業省）の地方支分部局と連携し情報共有等を行うとともに、
厚生労働省及び他省庁の関連施策等を活用した支援策の検討などのマッチング支援を行う。
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ご清聴ありがとうございました

検索地域包括ケアシステム
クリック

厚生労働省HP「地域包括ケアシステム」
もぜひご覧ください

「地域包括ケアシステム」で検索してください。

介護事業所を検索するなら

咲かそう、地域包括ケアの花！

出典：平成２８年３月 地域包括ケア研究会報告書より
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